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論 文 内 容 の 要 旨

序 環境問題へのアプ ローチ

本論文の 目的は＼環境問題 に対す る関心が環境配慮行 動の実行 へ と結 びつかないよ うな状態

が どの ような メカニズム によって生 じるのか を説明する ことである。

環境配慮行動の促進 をめ ぐる先行研 究では、次の2つ の課題が重視 されてきた。第1に 環境

配慮行動の実施を 目指 した制度 や社会 システムの構 築の問題、第2に 環 境配慮行 動の実施を行

為者 に促 がす 条件 を探求す る問題で ある。両課題 にお いて共有 され る基本的な姿勢 は、 「環 境

問題 の解決が いか に可能であるか」 というものであ る。 制度や社会 システムの問題 では、環境

問題の解決のために どのよ うな制度や社会システムを構築 すべきであるのかが検 討される。 し

か しなが ら、制度や システムが整えばす ぐに行動が実施され るわけではない。環 境配 慮行動は

実行 に多少のコス トが伴 うとい う特徴 を備 えるため、 制度 や システムが構築 され た として も条

件 によ っては行 動に取 り組まない行為者が多数存在 する とい う状況が生 じて しま うのである。

これが、 どのよ うな条件が行 為者の環境配慮行動の実施を可能 にするのか とい う第2の 問題 と

なる。本論文では、後 者の立場 か ら環 境問題 にアプ ローチする。特 に、環境 問題 に対 する関心

が高い にもかかわ らず環 境配慮 行動 にとりくまない行 為者 に焦点 をあて 、 このよ うな行為者の

環境 配慮行 動不実行 メカニズム を検 討する。
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本論文の構成 は次のよ うになっている。第1章 では、 本論文 における問 いを明確 にす る。第

2章 では、環境配慮行 動 に関する先行研究 を検 討 し、目指 すべき研 究の方向性 を明 らか にする。

第3章 では、既定 の リサ イクル システム の特徴 を概観 し、仙台市 にお いて行 為者 が実行 可能 な

リサ イクル行動 を明 らかにす る。第4章 では、第2章 で整理 した先行研 究の問題点 を取 り上げ、

そ の問題 を解消す るための分析 をお こなう。そ して、先行研究 で実施 された分析 では、 本論文

の問いを解 明できない ことを示す。第5章 では、態度 と行動 の間の矛盾 についてあ らためて検

討 し、第6章 にお いて、態度 と行動 の間 に矛盾 のある行為者が、環境配慮行動 を実行 しないメ

カニズム を、合理 的選択理論 に基づ いた正 当化モデル によって 明 らか にす る。第7章 では、第

6章 で構築 したモデルか ら導 出された予測 を実証分析 によって検証 し、 矛盾 を抱 えた個 人の特

徴 を描 き出す。そ して、終章で、本論文 のアプローチ による学 問的 な意義 と、分析結果 か ら導

出で きる政策的含意 につ いて示す。以下では、構成 にそ って 内容 を述べて い く。

第1章 研究の 目的と対象

第1章 で は、研究 目的 と研究対象 を明 らか に し、本研究 を通 して検討す る課題 につ いて示 し

た。第1節 では研究対象 の事例 を示 し、環境問題の研 究 にお いて何が 問題 とな って いるのか を

記述 した。第2節 では本論文 にお いて解 くべ き課題 を明示 した。環境配慮行動の実施 を行為者

に促がす条件 を探求す るアプ ローチでは、(D実 行者 と不実行者の違 いはな にか、(2)環境配慮行

動 を促進 または抑制す る要因 には どのよ うな ものがあ るか、 ということが検討 され る場合が多

い。 これは、現実 の具体的な環境配慮行 動の促進を 目指す と.同時 に、 当該行動 に関す る社会制

度や システムの欠陥 を明 らか にす るため に欠かす ことので きない分析で ある。 しか し、本論文

の 中心的な問いは、環境問題 に対する関心が高い にも関わ らず環境配慮行動 を実行 しな い行為

者 に着 目し、そ のような関心が具体的な行動の実行 に結びつかず不実行 の状態が維持 され続け

るのはなぜ か、 というメカニズム を解 明する ことである。 そのため に、(1)環境に配慮 したい と

い う態 度が効果 をもたず、環境配慮 という価 値実現 に斉合 す る行 動が選択 され ないのは なぜ

か、(2)行動の不実行が選択 され ると、環 境 にや さしい態度は どのよ うに処理されるのか、(3)環

境配慮行動の不実行の状況が維持 され続 け るのはなぜ か、 という具体的な課題 を設定 し検 討 を

すすめる。

第3節 では、焦点 をあてる環境問題 を明確 に し、第4節 で対象 とす る環境配 慮行 動を示 した。

本論文では仙台市の ごみ問題 を取 り上げ 、 ごみ問題 の対策の1つ であ るリサイクル行 動を対 象

とした分析 をお こな う。 そ して、 第5節 では、 ごみ問題は、 行為 者が 自らの効用 を最大化 させ

よ うと合理的に行 動 した結果、社会全体 でみる と望 ま しくない状況が生 じて しま うとい う社会

的 ジレンマ状況 として捉え られる ことを示 した。

第2章 環境 配慮 行動 に関する先行研究

第2章 では、 リサイ クル行動を中心 とした環境配慮行 動 に関す る先行研究 を整理 し、 その問

題点 を指摘 する ことで、それ ら既存の枠 組みでは本 論文の課題に対 して効果的にアプ ローチで

きな いことを示 した。 まず 、第1節 では、 リサイクル行動 を促進 または阻害する要因の種 類 と

効果 につ いて整理 した。第2節 では、 リサイクル行 動を含 めた環境 配慮行 動を説明する既存 の

理論的枠 組みの内容 を批判的 に検 討 し、 それ ら既存 の枠 組みが本 論文の課題 に対 して解 答を与

え うるか どうか を検討 した。第3節 では、先行研究 を整理する ことで浮き彫 りになった問題点
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と課題 を明 らかに した。そ れは、以下 のよ うに整理で きる。第1に 、先行研究で検討 された環

境配慮行 動の促進要 因 と阻害要 因の 間に どのよ うな 関連がみ られるのか不 明確で ある。第2

に、社会制度 の特徴 を分析 に導入 して いる先行研究(構 造機会論)の 蓄積がな い。第3に 、環

境配慮行動 を促進す る と考 え られ る要 因の効果 に関す る知見が研究 によって対立 して いる場合

がある にもかかわ らず、そ の検 討がなされていない。

先行研究 の知見 は環境配 慮行動 の促進 のために興味深 く重 要な視点 を提供す るが、態度 と行

動の問に矛盾 のある行為者 がなぜ環境配慮:行動 に取 り組 まな いのか という本論文 の課題 に対 し

て十分な解答 を示す理論的枠組 みはみあた らないと結論付 け られ る。

第3章 仙台 市 における リサイクル行動

第3章 で は、仙台市 にお いて実施 され ている リサイ クル の特徴 につ いて把握 した。個人の行

動 メカニズムは、そ の制度 の特徴 を踏 まえつつ検討 され る必要が あるた めで ある。第1節 では、

現在、仙台市 で実行可能 な リサ イクル のタイプにつ いて概観 し、 回収 をすすめ る行為主体が誰

なのか によって、 回収され る資源 の種類 や回収方法が 異なる ことを示 した。第2節 で は仙台市

が回収をすす めている リサイ クル システ ムの特徴 と問題点 を、第3節 では民間組織が 回収 をす

すめている リサ イクル システムの特徴 と問題点 を、聴 き取 り調査か ら得 られた知見 に基づ き整

理 した。第4節 と第5節 では、仙 台市で実施 した調 査デー タ(GOMI2000)を 使 用 して、仙台

市民が実際に リサイクルを どの程度実行 しているのか、 また、 リサイ クル行動 には どのような

特徴 があるのかを明 らか に した。第6節 では、分析結果 につ いて考察 した。

分析の結果 か ら、 リサイ クル行動 は、 ひ とくちに 「リサイ クル」 と総称 されが ちで あるが、

実は回収形態 か ら 「制度 的 リサ イクル」 と 「自主的 リサイクル」 の2つ のタイ プに分類で きる

ことが明 らかになった。 各タイプの リサ イクル行動 の実行 率は異な り、制度的 リサイ クル行動

に分類される行 動の実行 率は高 く、自主 的 リサイ クル に分類 され る行動 の実行率は低 い。また、

リサイクル行 動は他 の環境配 慮行 動 との関連が総 じて 低 く、他 の行動 とは異な った独 自の位置

を占め る環境配慮行動である ことが明 らかになった。

第4章 リサイ クル行 動に影響 を与える要因間の関連

第4章 では、環境配慮行 動に影 響 を与える要因間の関連について検 討 した。それ らの検討 は、

態度 と行動 の間 に矛盾 の ある行 為者 の不実行 メカニ ズム を検 討す る上 で、基 礎的 な作 業 とな

る。

第1節 では、先行研 究 に基づいて、各要因の影 響の効果 に関す る次のよ うな予測 をお こなっ

た。第1に 、 コス ト感、 自己影響力の低評価、 フリー ライ ド志向性 は リサ イクル行 動 を阻害す

る。第2に 、規範意識、 リサイ クル行動実施 によ る満足感、環境問題 に対する関心は リサイク

ル行動 を促進す る。第3に 、促進要因 に関す る認知が高ければ、 阻害要因に関する認知は低 い

(た とえば、規 範意識が高 ければ コス ト感 は低 い)。 第2節 では、第1節 で導 出 した予測 の検

証 をお こな い、阻害要 因または促進要 因と行動 の間 に予測 を支持す る傾向 を見出 した。ただ し、

阻害要 因 と促進要 因の間 には単純な関連はみ られず、阻害要 因が何か によ って同 じ促進要因で

も関連 の強 さや 向きが異な る傾 向がみ られた。 この結果か ら、阻害要因の種類 によ って リサイ

クル行動 の実行 のために喚起 され るべ き促進要 因が異な る ことが明 らか にな った。

第3節 では、構造機会要 因を分析 に導入 し、構造機会要 因 と認知要 因および属性 を説明変数
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とした重回帰分析 をお こな った。構造機会要因は システムの構造上生 じる個 人の利用条件の違

いを示す。分析 の結果、環境問題 に対す る関心は リサイ クル行動 に対 して影響 を与えな いこと

がわか った。 これ に対 して、構造機会要因は リサイ クル行動 に強 い影響 を与え ることが明 らか

にな った。

第4節 で は、 リサ イクルの促 進(実 行率)(実 行率)

瓢 鞭麟 讐 欝 ‡翻1＼ ‡翻
の問の交互作用効果 について検 討

した。先行研究か ら得 られたい く
低コスト 高コスト 低コスト 高コスト

つ か の知 見 にお い て、 リサ イ ク ル

促 進 要 因 と 阻害 要 因 の 間 の交 互 作

用 効 果 には 対 立 す る2つ の傾 向 が

あ る こ と が 明 らか に な っ た(図

4.1a、 図4.1b)。 本 論 文 で は、 どち

らの 効 果 も現 実 にみ られ 、 図4.1a

と 図4.1bは そ れ ぞ れ 表 現 し て い

る 部 分 が 異 な る と考 え た。 コス ト

図4.1aGg重1(1995)に

基 づいた交互作 用効果

(実行率)

図4.1bDerksenandGartre闘(1993)に=

甚 つ い た交 互 作 用 効 票

・『＼
■一 、

一 高認知
一-一 低認知

低コスト 中コスト 高コスト

図4.2交 互作 用効果の修 正モデル

感 が非常 に低 い場合 は促進要 因の認知 ・評価が低 くて も行動 は実行可能 である。 コス ト感が非

常 に高い場合 は どんなに促進要 因の認知 ・評価が高 くて も行動 は実行不可能で あるが、 コス ト

感 が中程度 の とき に認知 ・評価 の強 さが行動 の実行 に影響 を与え ると考え る(図4.2)。 このモ

デル を 「交互作用効果 の修 正モデル」 と名づ け、GOMI2000の デー タを使 用 してそ の傾向 を検

証 した。規範意識 とコス ト感 の交互作用効果 に関 しては、図4.1aと 類似 の傾向がみ られた。環

境 問題 に対す る関心 とコス ト感 に関 しては、交互作用効果 の修正モデル(図4.2)を 支持す る傾

向がみ られた。

第5節 で は、分析結果 か ら得 られた知見 を整理 した。そ して、第4章 でお こな った分析では、

態度 と行動が矛盾 して いる行為者 の リサイ クル不実行の メカニズムが覆 い隠 されて しまい、そ

のような行為者がなぜ不実行 の状態 を維持 し続け るのか を明 らか にす ることがで きな いと結論

づ けた。

第5章 環境 にや さ しい態度 と行動の矛盾

第5章 では、環境 にや さしい態度 と行 動は必ず しも斉合 しない ことを、態度 と行動の間の関

連 を検討 した一連の研 究 を踏 まえて検 討 した。第1節 では態度の定義 をお こない、第2節 では

一般的な態度 と行動 の矛盾 に関す る先行研 究の知見 を整理 した。そ して、第3節 では、態度 と

行動 の因果関係 につ いて検討 した。

第4節 では、環境 問題 を対 象 とす るた めに生 じる態度 と行動 の矛盾 の理 由 につ いて検討 し

た。環境 にや さしい態度 と行動の矛盾 の原因は、 態度 と行 動の矛盾を扱った一般 的な研究 にお

いてみ られた もの と共通の原因 に加えて、環境問題 を対象 とする ことによって生 じる原因があ

る と考え られる。それ らは、(1)研究手法の問題、(2)行 為者水準における認知的な問題、(3)社会

的水準における機会の問題 に整理できる。 この中で研 究手法の問題 は さらに、(a)態度 の概念化

の問題 、(b)態度の測定水準の問題 、(c)質問紙 調査 による回答 の信頼性 の問題 に細分類 できる。
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本論文 の課題 に照 らした ときに、 これ らの問題 の中で特 に注 目すべ きな のが、測定水準の問題

で ある・測定水準 に関 して先行研究で は、具体的な行動 に対す る態度で あれば現実 の行動 を予

測す る、 という ことが示 されて いる。 しか し、本論文で は この方法は採用 しな い。一般的な環

境 問題 に対す る態度が具体的な リサイ クル行動 にどのよ うな影響 に与え るか、それが本論文の

課題だか らで ある。

第5節 では、環境 にや さしい態度 と環境配慮行動の関係 につ いて実証分析 をお こなった。 分

析の結果、以下の3点 が明 らか にな った。

(D検 討する対象の水準が等 しければ、環境・問題 に対す る関心 と行動の間には関連がみ られ

る。

(2)検 討す る対象の水 準が異なる場合は、行 動のタイプによって環境 問題 に対す る関心 と行

動の問に関連がある場 合 とない場合がある。

(3)デ ータを詳細 に検討す る と、環境 問題 に対す る関心 が高 くて も、環境配慮行動 を実行 し

ない場合 がかな りある。

第6節 で は分析か ら得 られ た知見 を整理 した。本論文で着 目す るのは以下の点で ある。第1

に、環境 問題 に対す る関心 と個別 の行動 との問には有意な 関連がみ られ る場合 もあるが、相関

係数 の値 はそれ ほ ど大 き くない こと、第2に 、環境 問題 に対す る関心が高 くて も環境配慮行動

が実行 されな い場合が しば しば あることで ある。

第6章 環 境 配 慮 行 動 の 不 実 行 メ カ ニ ズ ム

以 上 の 分 析 を踏 まえ 、 第6章 で は 、 環 境 問 題 に対 して 高 い関 心 を持 つ に もか か わ らず 行 動 を

実 施 しな い個 人 が 、 なぜ 不 実 行 の 状 態 を維 持 し続 け る のか 、 とい う本 論 文 の 中 心 的 な 問 い を 検

討 した 。 こ の 問 い に こた え る た め に、DiekmannandPreisend6fer(1998)の 正 当化 に関 す る モ

デ ル を批 判 的 に継 承 した 。 本 論 文 で修 正 ・展 開 す る 正 当化 に関 す る モ デ ル は、 以 下 で は 「正 当

化 モ デ ル」 と表 現 す る。

第1節 で は 、 本 論 文 の課 題 を あ らた め て 記 述 した 。 第2節 で は、DiekmannandPreisend6fer

(1998)の 議 論 を整 理 した 。 彼 らの モ デ ル は 合 理 的 な行 為 者 像 を仮 定 し、 態 度 と行 動 の 間 に 矛

盾 の あ る個 人 は そ の 矛 盾 を解 消 す る た め に 不 実 行 に 対 し て 正 当化 をお こな う と い う もの で あ

る。 彼 らは デ ー タ を分 析 す る こ とで、 不 実行 に対 す る3つ の正 当化 の戦 略 を 引 き だ した。 そ れ

が、(1)注 意 変 更 戦 略、(2)主 観 的 合 理 性 戦 略 、(3)高 コ ス ト戦 略 で あ る。 「注 意 変 更 戦 略 」 とは 、

態 度 と行 動 の 矛盾 を抱 え る個 人が 、 環 境 配 慮 よ りも優 先す る価 値 が あ る こと を強 調 す る こと で

環 境 配 慮 行 動 の不 実 行 を正 当化 す る 戦 略 で あ る。 「主 観 的 合 理 性 戦 略 」 と は、 社 会 全 体 をみ た

場 合 、 自分 一 人が 環 境 配 慮 行 動 をお こな っ て もそ の社 会 が 変 化 す るわ けで はな いか ら実 行 して

も 無駄 だ と考 え、 環 境 配 慮 行 動 の不 実 行 を正 当化 す る 戦 略 で あ る。 「高 コ ス ト戦 略 」 は 、 環 境

配 慮 行 動 を お こなわ な い こ とを 「コス ト」 が 高 す ぎ る とい う理 由 に よ って 正 当化 す る戦 略 で あ

る。 しか し、 分 析 手 法 が 仮 説 の検 証 に不 適 切 で あ る上 に、 分 析 結 果 が 仮 説 を検 証 で きた とは 言

いが た い に もか か わ らず 、 そ の 問題 が 無 視 され て い る。 また 、 モ デ ル は 合 理 的 行 為 者 の視 点 に

基 づ いて い るが 、 そ れ が 一 般 的 な合 理 的選 択 理 論 の枠 組 み か らど の よ う に整 理 で き る のか につ

いて は何 も示 唆 され て いな い。

そ こで、 第3節 で は 、DiekmannandPreisend6fer(1998)の モデ ル を修 正 し、 正 当化 モ デ ル

の概 念 を明 確 化 した(図6.2)。 正 当化 モ デ ル で は 、個 人 は 環 境 にや さ しい態 度 を持 つ 。 しか し、
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環 境 に配慮せず に便利 で快適 な生活 を した

い とい う対立す る態度 も持つ。行 為者が こ

れ らを比較 し、環境配慮 よ りも便利 で快適

な生活 の効用 を重視す る と、環境配慮行動

は実 行 されず に態度 と行動 の間に矛盾 が生

じる。 これは不安定な状況で ある。そ の状

況 を解 消す るため に、行為者は正 当化 をお

こな う。 その結果 、不実行の状態が さ らに

補強 され、行 動変容が ます ます遠 くなる状

況が 生 じるので ある。

環境問題に

対する関心

が高い

0
環境配慮行動の実行

x

灘岬
環墳配慮行動の不実行

●

●

●

.不 実行状況
'
.の 補強
o

.

●

不安定な状況の解消 不実行 に関する正当化

図6.2環 境配慮行動の不実行の正当化メカニズム

第4節 で は、 正 当化 モデ ル が 認 知 的 不 協 和 の低 減 や バ ラ ン ス理 論 とい っ た態 度 の 斉合 性 理 論

と ど の よ うな 関 係 に あ る のか を検 討 した 。

第5節 で は、 合 理 的選 択 理 論 に基 づ いた 一 般 モ デ ル に よ っ て正 当化 モ デ ル を再 構 成 し た。 本

論 文 で 構 築 す る正 当 化 戦 略 の 一 般 モ デ ル で は、 行 為 者 が 環 境 配 慮 行 動 を 実 行 す る 場 合 の 効 用

と、 環 境 配 慮 行 動 を実 行 しな い場 合 の効 用 の 差 を考 え る。 自分 の行 動 に よ って 改 善 され た環 境

か ら得 られ る効 用 は、「個 人 の環 境 配 慮 行 動 の 実 行 が 他 者 に及 ぼ す 影 響 力 の主 観 的 な 評 価(α)」 、

「個 人 の環 境 配 慮 行 動 の実 行 量(B)」 、「単 位 実 行 量 の環 境 配 慮 行 動 に よ って 生 じ る環 境 変 化 の

主 観 的 な 評 価(E)」 、 「単 位 環 境 変化 に よ って 当 人 に もた ら され る と考 え られ る 効 用(γ1)」 を

乗 じ た関 数 で あ る と考 え る。 こ こか ら、実行 コス トCを 引 き、環 境 配 慮 行 動 を実 行 す る際 に得

られ る環 境 に対 す る影 響 以 外 の 主 観 的 な 効 用y,pを 加 えた 形 式 で 表 現 で き る。

σ班y皇 一C十y2P(玉)

個 人 が 環 境 配 慮 行 動 を実 行 しな い 場 合 、 コス トCは 生 じず 、 自分 の リサ イ ク ル 量Bは0に

な る 。 この 場 合 の 効 用 は 、 リサ イ クル 不 実 行 時 に当 人 に もた らされ る環 境 へ の影 響 以 外 の 効 用

y2Aを 考 えれ ば よ い。

VIA(VZAzO)(2)

した が っ て 、 環 境 配 慮 行 動 が 実 行 され る の は 、 式(2)よ り も式(1)が 大 き い 場 合

θ五辺レ71-0十(レ 「2P-1/2み)>0(3)

逆 に、 環 境 配 慮 行 動 を実行 さ れ な い の は

α麗 レFl-C十(V2P-VzA)〈0(4)

が 成 立 す る 場 合 で あ る。

次 に、(4)式 の い くつ か の要 素 が 正 当化 戦 略 の状 況 を示 す と解 釈 す る こ とで、 環 境 配 慮行 動 の

不 実 行 が 生 じ.る状 況 を示 す。 正 当化 モデ ル で は、個 人 は 「環 境 問 題 へ の 取 り組 み は 重 要 で あ る」

とい う態 度 を持 つ こ とが 前 提 とな る た め 仏>0と 仮 定 す る。 コ ス トCが 非 常 に 大 き い場 合 、

④ 式 が 成 立 す る 。 こ こか ら、コ ス トが大 き い こ とを強 調 す る こ とで リサ イ クル を実 行 しな い 「高

コ ス ト戦 略」 に よ る 正 当化 が お こなわ れ る 可能 性 が あ る。 環 境 配 慮行 動 を実 行 す る場 合 、 自分

の 行 動 によ っ て どれ だ け環 境 が 変化 す る と考 え る か とい う、 単位 リサ イ クル あ た りの環 境 改 善

の 程 度 を示 すEを 考 え る。 リサ イ クル は 実 は 環 境 を悪 化 さ せ る と考 え る の で あれ ばEは 負 の

方 向 に大 き くな り、 ④ 式 が 成 立 しや す くな る。 こ こか ら、 「環 境 問 題 は重 要 で あ るが 、 リサ イ

ク ル は 決 して環 境 にや さ しい も の で は な い か ら実 行 して も仕 方 が な い」 と強 調 す る こ とで 、 不

実 行 を正 当化 す る戦 略 が新 た に考 え られ る。 これ を 「行 動 財 化 戦 略 」 と名 づ け る。α は、 自分
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の行動が他者 にどれだけ影 響 を及ぼ すかに関する評価 であ り、α≧1と 仮定で きる。自分 の行為

が他 者 に対 して何 の影響 も及ぼ さな いと考 え るので あれば αが1に 近 くな り(4)式が成立 しや

す くな る。 ここか ら、 自分 一入が リサ イクル して も仕方 がない と強 調す る ことで リサイ クル を

実行 しない 「主観 的合理性 戦略」 による正 当化 が行 われ る可能性が ある。y2Aは 、環境配慮行

動 の不実行時に得 られる環 境 に対す る影 響以外 の価値 である。y2pは 、環境配慮行動実行時 の環

境以外の価値であ る。γ2Aとy2。 を比較 した場合 にy2Aの 価値 が大 きい と、(4)式が成立 しやす く

なる。そ こで、環境配慮行動 の不実行時 に得 られ る環境以外 の価値 を強調す ることで リサイ ク

ル を実行 しない場合、 「注意変更 戦略」 による正 当化が行われ る可能性が ある。

第6節 では、正当化 モデ ルを どのよ うに実証分析 に適用す るか について検討 した。そ して、

(4)式か ら正当化戦略の採用 に関する予測 を導 出 した。

第7章 態度 と行動の矛盾 を抱 える不実行者の特徴

第7章 では、正 当化モデル か ら導 出された正 当化戦 略の採用傾 向の予測 を検証す るた めに、

実証分析 をお こなった。第1節 では、4つ の正 当化戦略が採用 され る傾向 を、GOMI2000の デー

タ分析 によって検証 した。そ の結果、次 の ことが明 らか になった。

(1)行 動既化戦 略を とる行為者 はほ とん どお らず、多 くの人は リサイ クルが ごみ 問題 の解決

に有効 である と考 えて いる。 また、 主観的合理性戦略 による正 当化がお こなわれ る明確な

傾向はみ られ なかった。

(2)態 度 と行動 の問に矛盾 を抱 える行為者 は、高 コス ト戦略 と注意変更戦略 による正 当化 を

お こな う ことで矛盾 を解消す る傾 向がみ られ る ことが 明 らか になった。

第2節 で は、従来、一元 的に捉 え られ てきた 「不実行者」が正 当化戦略 の採用傾 向の違 いに

よってい くつ かの下位類型 に分類 できる ことを示 し、次 のような特徴 を描 き出 した。

(1)正 当化戦略 を採用 しな い。 このタイ プの行為者 は、矛盾 を抱 えた状態の ままで ある可能

性が高 い。 このタイプ の行為者 は、比較的年齢が高 く低収入で ある。

(2)1つ な い し2つ の戦略 を採用す る。採用戦略が1つ の場合、注意変更戦略が採用 され る

場合が多 い。 このタイ プの行為者 はわずかでは あるが学歴が高 い。戦略が併用 され る場合

は、高 コス ト戦略が組み合わせ の中に入 ることが多 い。

(3)4つ の正 当化戦略すべて を採用す る。 このタイ プの行為者は、 ある程度 の年齢、 ある程

度 の収入 で、仙台市 にお ける居住年数が比較的長 い。

第3節 で は、正 当化戦略 の採用 タイ プによって リサイ クル を促進す る と考 え られ る要 因の受

容可能性 に違 いがみ られ るこ とを明 らか に した。そ の特徴は次 のようにな って いる。

(1)正 当化戦略 を採用 しな い行為者 に対 しては、情報提供が効果的で ある。

(2)高 コス ト戦略 と注 意変更 戦略 を併用 してい る行 為者 に対 して は、 コ ミ ッ トメン トや報

酬 ・罰が効果 をもつ。

(3)す べて の正 当化戦略 を採用 して いる行為者 に対 して効果的な要 因は見 当た らな い。 この

タイプ の人び とには、外的要 因を受 け入れ るた めの素地作 り(た とえば規範意識 の向上な

ど)を お こな う必要が ある。

以上 を踏 まえ、第4節 で は正 当化戦略 の採用 に関す る分析結果 を整理 した。
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終章 環境問題 と環境 配慮行動

終章では、本論 文全体 の知見 を まとめ、環 境問題 と環境 配慮行 動の関係 について本論文が達

した結論 について述べた。第1節 で これまで の内容 を簡 潔に整理 した後 、第2節 で、 本論文 に

おける4つ の学問的貢献 を示 した。第1に 、 態度 と行動 の矛盾の研究 に対するあ らたな知見を

提示 した。 態度 と行動は斉合す る とい う暗黙 の了解 の もとにその斉合条 件を探求す るのではな

く、 態度 と行 動の矛盾 を正当化 によって解消す る ことで、環境 にや さ しい態度 が維持 され たま

ま不 実行 の状況 も維持され、行動変容が 困難 である ことを示 した。第2に 、合理 的選択理論 を

土台 とした正 当化 モデル を構築 した。 これ によってDiekmannandPreisend6fer(1998)が 言及

しなかった新 たな正当化戦略 を明 らか にす る ことが できた。 また、合理 的選択理論 を環境 問題

の分 野に適用す る ことで、理論 の発展 に対 して貢献 した。第3に 、計量分析 をお こな う ことで、

行為者 がそ うとは 自覚 していな い背後 に隠れ た正 当化 による不実行 のメカニズム を描写す る こ

とを可能 とした。第4に 、 リサイ クル行動 に関す る先行研究 を整理 し、環境配慮行動 の促進要

因や 阻害要 因 とリサイ クル行動 の間の関係 を実証分析 によって 明 らか に した。

第3節 で は、分析か ら導 出された結論か ら、 どのような政策的提言が可能で あるか を記述 し

た。それ は以下 のよ うにまとめ られ る。

q)環 境 問題 に対 して関心が高 いにもかかわ らず環境配慮:行動 を実行 して いな い行為者が現

実 に存在す る。 このような行為者の正 当化戦略 の採用 タイプ を見極 めた上で、各 タイプ に

適 した働 きか けを行 う必要が ある。

(2)提 供 され る要 因によって環境配慮行動 に協力す る人が どの程度存在す るのか を把握す る

必要が ある。

(3)実 行 コス トやそ の影響な どを比較検 討 した上で、提供 しやす く行動変容 にも効果 のあ る

要 因を選択す る必要があ る。

第4節 では、次 のような今後の研 究の展開の可能性 を検討 した。(1)説明対象の拡張、(2)行動

変容 の困難な行為者 に対す る効果的な要因の探求、(3)正当化モデルの精緻化 と展開および他の

行動理論 との関係 の整理、な どである。 本論文で取 り上げたのは、環境問題全体 にお ける一側

面に過 ぎな い。環境問題の解 決 を目指 すため になすべき ことは、環境配慮行動全般 に通ず る行

動メカニズム を探求 しつつ、 各問題の特徴 を分析に導入す ることで研 究 をすすめ、 有効な環 境

対策 を見出す ことであ ると考 え られる。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

現 代の先進産 業社会 においては、環境 問題 が重要 だ との認識 が人々の間に広 く共有 され てい

るに もかかわ らず 、それが個 々の人々や組織 の環境配慮行 動に必ず しも結びついていない。そ

れ はなぜ なのだろ うか。環境配 慮行動 の不実行 は、 どのよ うなメカニズムによって生 じるのだ

ろ うか。 この問い に答え、そ れに基づ いて環境 問題解決 のための提言 をお こな うことが、本論

文 の 目的である。

本論文は、7つ の章 とま とめの終章、 さ らに本研究 にデ ータを提供 した 「調査企画 と実施」

に関する付録 で構成 され ている。

第1章 「研究 の 目的 と対象」 では、本研究 を通 して検討す る課題 について示 した。環境配慮
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行動の促 進条件 を探求 するアプ ローチでは、(1)実行者 と不実行 者の違 いはなにか、(2)環境配慮

行動 を促進 または抑制する要因には どのよ うな ものがあるか、 を検 討す る ことが多 い。 これ に

対 して本論文では、環境 問題 に対す る関心が高 いにも関わ らず環境配慮行動 を実行 しない行為

者 に着 目し、関心 が具体 的な行動 の実行 に結びつ かず不実行 の状態が維持 され続 けるのはなぜ

か、 と問 う。 また、 この問題 が、行 為者が 自らの効用 を最大化 させ ようと行動 した結果、社会

全体でみる と望ま しくない状況 が生 じて しま う 「社会 的ジ レンマ状況」 として捉 え られ ること

を示 した。

第2章 「環境配慮行動 に関す る先行研究」では、 リサイ クル行動 を中心 とした環境配慮行動

に関する先行研究 を整理 した。そ の結果、 先行研究 の知見 は、環境配慮行動 の促進 のため に興

味深 く重要 な知見 を提供す るが、 「態度 と行 動の間 に乖離 のある行 為者がなぜ環境 配慮行動 に

取 り組 まないのか」 とい う本論文 の課題 に対 して は十分な解答 を示す理論的枠組み を提供 しな

い、 と結論 づけた。

第3章 「仙台市 にお ける リサイ クル行動」では、本研究 の主 な対象地域で ある仙台市 にお け

る リサイクルの特徴 と問題点 を、聴 き取 り調査か ら得 られ た知見 に基づ き整理 した。 さ らに、

仙 台市で実施 した調査 デー タ(GOMI2000)を 使用 して、仙台市民が実 際 にリサイ クル を どの

程度実行 しているのか、 また、 リサ イクル行動 には どのような特徴があ るのか を記述 し考察 し

た。分析 の結果か ら、 リサイ クル行動 は 「制度的 リサイ クル」 と 「自主的 リサイ クル」の2つ

のタイプに分類で きる こと、制度的 リサ イクル行動 の方が 自主的 リサイ クル よ りも実行率が高

い こと、 また、 リサイ クル行動は他 の環境配慮行動 との関連が総 じて低 く他の行動 とは異な っ

た独 自の位置 を占める環境配慮行動で ある こと、な どが明 らか にな った。

第4章 「リサイ クル行動 に影響 を与 える要 因間 の関連」では、先行研 究 を踏 まえて、 コス ト

感や、 自己影響 力の低評価、 フ リー ライ ド志 向性 な どの阻害要 因、規範意識や、 リサイ クル行

動実施 による満足感、環境 問題 に対す る関心な どの促進要 因につ いて、各要因の影響 に関す る

予測 をお こない、それ を踏 まえて分析 をお こな った。 阻害要因 または促進要因 と行動の間 には

予測 を支持す る傾 向がみ られたが、 阻害要 因と促進要 因の間 には単純な関連はみ られず、阻害

要 因が何か によって 同じ促進要 因で も関連 の強 さや向 きが異な る傾向がみ られた。 システム の

構造上生 じる個人 の利用条件 の違 いを示す構造機会要 因は リサイ クル行 動に強 い影響 を与え る

ことが 明 らか にな った。 また、 リサイ クル の促進要 因(規 範意識 ・環境問題 に対す る関心)と

阻害要 因(コ ス ト感)の 間の交互作用効果 につ いて は、先行研究 にお いて、対立す る2つ の傾

向が報告 されて いるが、新 しいモデル を導入す ることによ って、そ の対立 を統一的 に説明す る

ことに成功す ると共 に、GOMI2000の デ ータを使用 してそ の傾 向を検証 した。

第5章 「環境 にや さしい態度 と行動 の矛盾」では、環境 にや さしい態度 と行動は必ず しも整

合 しない ことを先行研究 によって確認 した後、環境 にや さ しい態度 と環境配慮行動の関係 につ

いて実証分析 をお こな った。分析の結果、以下の3点 が明 らか にな った。(1)検 討する対象の水

準が等 しければ、環境 問題 に対す る関心 と行動の間 には関連がみ られる。(2)検 討する対象の水

準が異 なる場合は、行動 のタイプ によって環境問題 に対す る関心 と行動の間 に関連がある場合

とない場合が ある。(3)環境 問題 に対す る関心が高 くて も、環境配慮行動 を実行 しな い場合がか

な りある。

第6章 「環境配慮行動 の不実行 のメカニズム」では、以上の分析 を踏 まえ、環境問題 に対す

る高 い関心 を持つ にもかかわ らず行動 を実施 しな い個 人が、なぜ不実行の状態 を維持 し続 ける
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のか、 とい う本 論文 の中心 的 な 問 いを検 討 した。 この問 い に答 え るた め に、Diekmannand

Preisend6fer(1998)の 正当化 に関す るモデ ルを批判的 に継 承 した。

彼 らは、合理的な行為者像 を仮定 し、態度 と行動 の間 に不整合 のある個人 はそ の不整合 を解

消す るために不実行 に対 して正 当化 をお こな う、と考 えた。そ の上で、デー タ分析 を踏 まえて、

不実行 に対す る3つ の正 当化戦略(1)注意変更戦略、(2)主観的合理性戦略、(3)高 コス ト戦略 を引

きだ した。

しか し、分析手法が仮設 の検証 に不適切で ある上 に、分析結果 の解釈 も恣意的であ る。 また、

合理的行為者 の視点 に基づ いて いると述べては いるが、一般的な合理的選択理論の枠組みか ら

どのよ うに導 出で きるのか につ いては、何 も述べて いな い。そ こで本論文では、認知的不協和

理論やバ ランス理論な ど態度 の斉合性理論 を学んだ後、合理的選択理論 に基づ いて正 当化 のモ

デル を再構成 した。 さ らに、 この定式化 を踏 まえて、各パ ラメー タと上記 の各戦賂 との関連付

け を試 みた結果、 「環境 問題 は重要であ るが、 リサ イクルは決 して環 境 にや さしいものではな

いか ら実行 して も仕方 がない」 と強調す る ことで不実行 を正 当化 する戦略 を発見 し、 「行 動財

化戦略」 と名づけた。

第7章 「態度 と行動 の矛盾 を抱え る不実行者の特徴」では、正 当化モデルか ら導出 された正

当化戦略の採用傾向 を用 いて検討 した。その結果、次 のことが明 らか にな った。(1)行動疑化戦

略を とる行為者はほ とん どお らず、多 くの人は リサイ クルが ごみ問題の解決 に有効であ ると考

えてい る。また、主観的合理性戦略 によ る正 当化がお こなわれ る明確な傾向はみ られなか った。

(2)態度 と行 動の間 に整合性のない行為者は、高 コス ト戦略 と注意変更戦略 によ る正当化 をお こ

な うことで不整合 によって生 じる緊張状態 を解消す る傾向がみ られ ることが明 らか にな った。

次 に、従 来、 ともすれば一括 して把握 される ことの多かった 「不実行者」 が、正当化戦略の

採用 傾向の違い によつて いくつかの下位類型 に分類で きることを示 した。(1)正 当化戦略 をいっ

さい採用 しない(不 整合状態 のままで ある可能性 が高 い。比較的年 齢が高 く低収入)。(2)1つ

ない し2つ の戦略 を採用す る(採 用戦略が1つ の場合、注意変更戦略が採用 される場合が多 い。

学歴 がや や高 い。戦 略が併 用 され る場合 は、高 コス ト戦略 が組み合 わせ の中 に入 る ことが 多

い。)(3)4つ の正 当化 戦略すべ てを採 用す る(あ る程 度 の年齢、 ある程 度の収入で、仙台 市 に

お ける居住年数 が比較的長い)。

さ らに、 正当化 戦略の採用 タイプ によって、 リサイ クルを促進する と考え られる要因の受容

可能性 に違 いがみ られる ことを明 らかに した。(1)正 当化戦 略 を採用 しない行 為者に対 しては、

情報提供 が効果 的であ る。(2)高 コス ト戦略 と注意変更戦略を併用 している行為者に対 しては、

コミ ッ トメン トや 報酬 ・罰が効果 を もつ。(3)す べての正 当化戦略を採用 している行為 者に対 し

て効果 的な要 因は見 当た らないrこ のタイプの人び とには、外的要因を受け入れ るための素地

作 り(た とえば規 範意識 の向上な ど)を お こな う必 要がある。

最後 に終 章 「環 境問題 と環境 配慮行 動」 では、本 論文 全体の知見 をま とめ、環境 問題 と環境

配慮行動 との関係 について本論文 が達 した結 論について述 べた。

以 上を通 じて、 本論文の貢献 は、次 のよ うに要約 できる。

第1に 、合理的選択理論 の基礎 としたモデル を構築 し、 そのパ ラメー タ と正 当化戦 略を対応

づ ける ことによ り、DidklnannandPreisend6fer(1998)ら が提 唱 した正 当化戦略 の性質 を明確

化す るとともに、彼 らが言 及 しなかった新 たな正当化戦略 を発見 した。

第2に 、計量分析 をお こな う中で新 しいアイデ ィアを導 入 し、 先行研究 にお ける対 立 した知
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見 を統一的 に解釈 する ことに成 功 した。 第4章 に記 され ている リサイ クル促進要因 と阻害要因

の交互作用 に関するモデ ルは、 その一例 である。

第3に 、正 当化 に関 して人々の間に存在す る特性 の相違 によって人々 を類型化 し、それぞれ

の類型毎 に適切な脱正 当化の働 きかけを考 える、 とい う政策提言 をお こな った。

最後 に、論文全体 を通 じて、 環境問題に関する社会科学(こ とに環境社会学)に お いて行動

科学的 アプ ローチ(す なわち、数理的 ・計量的アプ ローチ)が 有効で ある、 ということを明 ら

か にした。

隣接科学 にお ける知見 との関連付けや、政策提言 における具体性、科学哲学的配慮な どにお

いて不十分な点が見 うけ られ るが、本論文 において明 らか になった知見は斯学の発展 にとって

不可欠な ものであ り、欠点 を補 って余 りあるものである。

よ って本論文の提出者は、博 士(文 学)の 学位 を授与 され るに十分な資格 を有す るもの と認

め られ る。
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